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二
十
五
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一
日
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三
種
郵
便
物
認
可
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〔
省

令
〕

〇
栄
養
士
法
施
行
規
則
及
び
調
理
師
法
施
行

規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
厚
生
労
働
五
〇
）

〔
告

示
〕

〇
消
防
防
災
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
の
運
航
に
関
す

る
基
準
（
消
防
庁
四
）

〇
道
路
運
送
車
両
法
施
行
規
則
第
三
十
六
条

第
七
項
第
三
号
の
規
定
に
基
づ
き
登
録
試

験
機
関
に
準
ず
る
も
の
と
し
て
国
土
交
通

大
臣
が
定
め
る
外
国
の
機
関
を
定
め
る
告

示
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示

（
国
土
交
通
五
五
六
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁犯

罪
被
害
財
産
支
給
手
続
開
始
決
定
、
特

別
支
給
手
続
開
始
決
定
、
製
造
た
ば
こ
小

売
定
価
、
基
本
測
量
関
係
事
項
関
係

裁
判
所

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

平
成
三
十
事
業
年
度
・
年
度
財
務
諸
表

（
独
立
行
政
法
人
日
本
学
生
支
援
機
構
・

独
立
行
政
法
人
郵
便
貯
金
簡
易
生
命
保
険

管
理
・
郵
便
局
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
支
援
機

構
）、
独
立
行
政
法
人
国
立
文
化
財
機
構

出
品
預
証
書
紛
失
等
に
伴
う
証
書
の
無

効
、
国
立
研
究
開
発
法
人
産
業
技
術
総
合

研
究
所
特
定
計
量
器
型
式
承
認
、
独
立
行

政
法
人
日
本
高
速
道
路
保
有
・
債
務
返
済

機
構
参
加
者
の
有
無
を
確
認
す
る
公
募
手

続
に
係
る
参
加
意
思
確
認
書
の
提
出
、
弁

理
士
登
録
、
令
和
元
年
度
公
害
防
止
管
理

者
等
資
格
認
定
講
習
関
係

地
方
公
共
団
体

行
旅
死
亡
人
、
公
示
送
達
関
係

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告

〇
厚
生
労
働
省
令
第
五
十
号

栄
養
士
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
八
年
政
令
第
二
百
三
十
一
号
）
第
二
十
二
条
及
び
調
理
師
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
三

年
政
令
第
三
百
三
号
）
第
十
八
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
栄
養
士
法
施
行
規
則
及
び
調
理
師
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
元
年
九
月
二
十
四
日

厚
生
労
働
大
臣
臨
時
代
理

国
務
大
臣

衛
藤

晟
一


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